
狛江市まちづくり条例の一部を改正する条例

令和４年10月６日

条例第25号

狛江市まちづくり条例（平成15年条例第12号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（組織） （組織）

第10条 委員会の委員は，市民及び委員の権限に属する事項に関

し公正な判断をすることができ，かつ，まちづくりに関して優

れた識見を有する者のうちから市長が委嘱するもの10人以内を

もって組織する。

第10条 委員会は，委員15人以内をもって組織する。

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿

２ 委員は，学識経験を有する者及び市民の中から市長が委嘱す

る。

（適用範囲） （適用範囲）

第33条 この節の規定は，市内で行われる次の各号に掲げる事業

（以下「開発等事業」という。）に適用する。ただし，建築基

準法（昭和25年法律第201号）第85条第５項に該当するものに

ついては，この限りでない。

第33条 この節の規定は，市内で行われる次の各号に掲げる事業

（以下「開発等事業」という。）に適用する。ただし，建築基

準法（昭和25年法律第201号）第85条第５項に該当するものに

ついては，この限りでない。

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略）

(３) 建築基準法第42条第１項第５号に規定する道路の位置の

指定を伴うもの

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿

(４) （略） (３) （略）

（開発等事業の廃止） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第46条の２ 事業者は，事業を廃止しようとするときは，規則で

定めるところにより廃止届を市長に対し提出するとともに，近

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



改 正 後 改 正 前

隣住民に周知しなければならない。 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

２ 市長は，事業者が届出書を提出した日から２年を経過しても

なお，自己の都合により第42条第１項に規定する協定の締結を

しない場合には，当該開発等事業を廃止したものとみなす。

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（完了検査） （完了検査）

第48条 （略） 第48条 （略）

２ 事業者は，規則で定めるところにより開発等事業確認書又は

検査済証を交付するまでは，当該開発等事業により造成される

土地，建築される建築物，設置される施設又は工作物の使用を

開始してはならない。ただし，市長がやむを得ないと認める場

合には，この限りでない。

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（大規模開発等事業） （大規模開発等事業）

第56条 次の各号に掲げる事業を大規模開発等事業という。 第56条 次の各号に掲げる事業を大規模開発等事業という。ただ

し，法第12条の５第２項第１号に規定する地区整備計画が策定

されており，かつ，狛江市地区計画の区域内における建築物の

制限に関する条例（平成13年条例第19号）に基づく地区内で行

われる事業については，この限りでない。

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略）

２ （略） ２ （略）

３ 前項の規定にかかわらず，法第12条の５第２項第１号に規定

する地区整備計画が策定されており，かつ，狛江市地区計画の

区域内における建築物の制限に関する条例（平成13年条例第19

号）に基づく地区内で行われる事業については，協議の上，市

長が認める場合は省略することができる。

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

４ 第２項の規定による届出に係る書類（以下「大規模開発等事３ 前項の規定による届出に係る書類（以下「大規模開発等事業



改 正 後 改 正 前

業構想届出書」という。）は，次の各号に掲げる場合におい

て，当該各号に定める時期までに届け出るものとする。

構想届出書」という。）は，次の各号に掲げる場合において，

当該各号に定める時期までに届け出るものとする。

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略）

５ （略） ４ （略）

（大規模開発等事業構想の廃止） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第65条の２ 事業者は，条例第56条第２項の規定により提出した

大規模開発等事業構想を廃止するときは，規則に定めるところ

により廃止届を市長に対し提出するとともに，近隣住民に周知

しなければならない。

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

２ 市長は，事業者が自己の都合により大規模開発等事業構想を

提出した日から２年を経過してもなお次条に規定する通知書を

交付できない場合には，当該開発等事業を廃止したものとみな

す。

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿

（小規模開発等事業） （小規模開発等事業）

第67条 次の各号に掲げる事業を小規模開発等事業という。 第67条 次の各号に掲げる事業を小規模開発等事業という。

(１) （略） (１) （略）

(２) 前号の規定に該当しない延べ面積が300平方メートル以

上500平方メートル未満の建築（併用住宅を含む。）。ただ

し，一戸建て住宅を除く。

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(３) （略） (２) （略）

(４) 事業施行面積300平方メートル以上500平方メートル未満

の宅地開発事業（主として住宅の供給を目的とする土地の分

割又は区画形質の変更をいう。）

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(５) （略） (３) （略）

２・３ （略） ２・３ （略）



改 正 後 改 正 前

（一団の土地において２以上のまちづくり案件を行う場合の特

例）

（一団の土地において２以上の開発等事業等を行う場合の特

例）

第72条 行おうとする事業が次に掲げる土地において，同時（事

業中のものを含む。）又は規則で定める期間に引き続き行うま

ちづくり案件であるときは，同一の事業とみなす。ただし，市

長が同一の事業とみなすことが適当でないと認めるときは，こ

の限りでない。

第72条 次の各号のいずれにも該当する２以上の開発等事業，大

規模開発等事業又は小規模開発等事業（以下「開発等事業等」

という。）は，同一の事業とみなす。ただし，市長が同一の事

業とみなすことが適当でないと認めるときは，この限りでな

い。

(１) 同一敷地等一体的利用がなされていた土地 (１) 次のいずれかに該当する土地の全部又は一部において，

同時に又は引き続き行う開発等事業等であって，全体として

一体的な土地の利用をし，又は一体的な土地の造成を行うこ

とが見込まれるもの

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ア 同一敷地等一体的利用がなされていた土地

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ イ 土地所有者が同一又は同一であった土地

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

ウ 隣接した土地において，同一の事業主又は規則で定める

関連性が認められる事業主が行う開発等事業等

(２) 土地所有者が同一又は同一であった土地 (２) 隣接した開発等事業等から３年以内に行われるもの

(３) 同一の事業主又は規則で定める関連性が認められる事業

主が行うまちづくり案件

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（勧告） （勧告）

第76条 市長は，事業者又は工事施行者（以下「事業者等」とい

う。）が次の各号のいずれかに該当するときは，当該事業者等

に対し，期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することが

できる。

第76条 市長は，事業者又は工事施行者（以下「事業者等」とい

う。）が次の各号のいずれかに該当するときは，当該事業者等

に対し，期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することが

できる。

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略）

(３) 第48条第２項の規定に違反して，開発等事業により造成 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



改 正 後 改 正 前

される土地，建築される建築物，設置される施設又は工作物

の使用を開始したとき。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(４) （略） (３) （略）

(５) （略） (４) （略）

付 則

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第33条，第48条第２項，第67条，第72条及び第76条の改正規定は，令和５年４月

１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際，現に狛江市まちづくり委員会の委員に委嘱されている者の任期中の組織は，改正後の第10条の規定にかか

わらず，なお従前の例による。


